
資料４－２ 

令和５年度におけるスポーツ団体に対する補助（案）について 

１．公益財団法人日本スポーツ協会   520,157 千円（536,906 千円） 

我が国のスポーツの普及・振興を目的として行われる幅広い知識を

有する指導者の養成、市民レベルによるスポーツを通じた国際交流、

地域のスポーツ環境の基盤強化等について補助。 

（1）スポーツ指導者養成事業 161,293 千円（140,000 千円） 

（2）アジア地区スポーツ交流事業 266,961 千円（305,003 千円） 

（3）海外青少年スポーツ振興事業   4,997 千円（ 4,997 千円） 

（4）地域のスポーツ環境の基盤強化

 86,906 千円（86,906 千円） 

２．公益財団法人日本オリンピック委員会 

455,739 千円（320,000 千円） 

国際総合競技大会への日本代表選手団の派遣や国際審判員の養成等

について補助。 

（1）国際総合競技大会選手団派遣事業   356,296千円（206,587 千円） 

（2）国際審判員等養成プログラム     25,516千円（ 25,740 千円） 

（3）日韓競技力向上スポーツ交流事業    73,927千円（ 87,673 千円） 

（  ）は前年度 
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３．公益財団法人日本武道館             61,935 千円（ 61,935 千円） 

我が国の伝統である武道の普及・振興を目的として行われる武道錬

成大会の開催、武道指導者の養成、武道を通じた国際交流の促進、古

武道の普及について補助。 

 

（1）古武道保存事業                       555千円（  555 千円） 

 

（2）青少年武道錬成大会                 9,890千円（ 9,890 千円） 

 

（3）武道指導者講習会                  42,637千円（42,637 千円） 

 

（4）武道国際交流事業                   8,853千円（ 8,853 千円） 

 

 

 

４．公益財団法人日本パラスポーツ協会 

587,945 千円（568,772 千円） 

障害者スポーツの普及・啓発（スポーツ用具の整備に係る支援を含

む）や障害者スポーツ指導者の養成・活用等の障害者スポーツ振興を

行うとともに、国際総合競技大会への日本代表選手団の派遣や国際競

技力向上に資する情報収集・提供等について補助。 

 

（1）障害者スポーツ振興事業           219,285千円（153,422 千円） 

 

（2）国際総合競技大会派遣等事業       193,912千円（276,395 千円） 

 

（3）競技力向上推進事業        174,748千円（138,955 千円） 

 

（  ）は前年度 
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５．一般社団法人大学スポーツ協会      61,190 千円（ 82,275 千円） 

大学スポーツ統括団体として、大学スポーツ全体の価値をさらに向

上させていく観点から、大学スポーツ振興のための普及啓発の活動（大

学スポーツ安全・安心認証の普及啓発、大学スポーツにおける暴力・

パワハラ、性的写真・動画、不正の防止や、大学スポーツ環境のユニ

バーサルデザイン化の普及啓発、大学スポーツの価値の普及啓発等）

に対して補助。 

 

 

 

６．公益財団法人日本アンチ・ドーピング機構 

                    54,001 千円（ 92,581 千円） 

 国内のドーピング検査に係るドーピング検査員の新型コロナウイルス

感染症予防対策の徹底を図るため、ドーピング検査員への感染予防対策

やドーピング検査の実施場面における感染予防対策等を行い、アスリー

ト及びドーピング検査員の感染リスクを最小限に留め、安心・安全にク

リーンな大会が開催できるよう支援を行う。 

 

 

（  ）は前年度  
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（参考） 
参 照 条 文 

 
 

○スポーツ基本法（平成二十三年法律第七十八号）（抄） 
  （国の補助）  
第三十三条 （略） 
２ （略） 
３ 国は、スポーツ団体であってその行う事業が我が国のスポーツの振興に重要な意義を

有すると認められるものに対し、当該事業に関し必要な経費について、予算の範囲内に

おいて、その一部を補助することができる。  
 （審議会等への諮問等）  
第三十五条 国又は地方公共団体が第三十三条第三項又は前条の規定により社会教育関

係団体（社会教育法（昭和二十四年法律第二百七号）第十条に規定する社会教育関係団

体をいう。）であるスポーツ団体に対し補助金を交付しようとする場合には、あらかじ

め、国にあっては文部科学大臣が第九条第二項の政令で定める審議会等の、地方公共団

体にあっては教育委員会（特定地方公共団体におけるスポーツに関する事務（学校にお

ける体育に関する事務を除く。）に係る補助金の交付については、その長）がスポーツ

推進審議会等その他の合議制の機関の意見を聴かなければならない。この意見を聴いた

場合においては、同法第十三条の規定による意見を聴くことを要しない。  
 
○社会教育法（昭和二十四年法律第二百七号）（抄） 
 （社会教育関係団体の定義） 
第十条 この法律で「社会教育関係団体」とは、法人であると否とを問わず、公の支配に

属しない団体で社会教育に関する事業を行うことを主たる目的とするものをいう。 
 
○スポーツ基本法施行令（平成二十三年政令第二百三十二号）（抄） 
 （審議会等で政令で定めるもの）  
第一条 スポーツ基本法（以下「法」という。）第九条第二項の審議会等で政令で定める

ものは、スポーツ審議会とする。 
  
○文部科学省組織令（平成十二年政令第二百五十一号）（抄） 
 （スポーツ審議会）  
第九十一条 スポーツ庁に、スポーツ審議会を置く。 
２ スポーツ審議会は、次に掲げる事務をつかさどる。 
 一～二 （略） 
 三 スポーツ基本法（平成二十三年法律第七十八号）、スポーツ振興投票の実施等に関

する法律（平成十年法律第六十三号）第三十一条第三項及び独立行政法人日本スポー

ツ振興センター法（平成十四年法律第百六十二号）第二十一条第二項の規定に基づき

その権限に属させられた事項を処理すること。 
３ （略） 
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